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１．これまでの経緯等と今後の高速道路のあり方について

（１） これまでの経緯

H11.12 第３２回国土開発幹線自動車道建設審議会

基本計画 12kｍ追加 計 10,607km
整備計画 102km追加 計 9,342km

H15.12 第１回国土開発幹線自動車道建設会議（国幹会議）

H18. 2 第２回国幹会議

第１回及び第２回国幹会議を経て、民営化にあたり決定した事項を具体化

① 債務を民営化後45年以内に返済

② コストの削減

（建設費）有料道路の残事業費を20兆円から10.5兆円に半減

▲コスト削減 6.5兆円

▲新直轄方式に移行 3兆円

（管理費）約3割削減（H14年度比）

③ 整備手法の決定

整備計画区間9,342km

すべて有料事業方式

④ 抜本的見直し区間
（第１回国幹会議） 下記の５区間143kmについて整備のあり方を抜本的に見

直す旨報告
北海道縦貫道 士別～名寄 24km
北海道横断道 足寄～北見 79km
中国横断道 米子～米子 5km
第二名神 大津～城陽 25km
第二名神 八幡～高槻 10km

（第２回国幹会議） ５区間143kmのうち、緊急に整備すべき40km（※）を除き、
当面着工しないことを決定

(※) 北海道縦貫道 士別剣淵～士別市多寄町 12km
北海道横断道 陸別町小利別～北見 28km

内訳

8,520km 有料事業方式
（会社整備）

822km 新直轄方式
（国整備）

H19.12 第３回国幹会議

基本計画 外環16kｍ追加 計 10,623km



（２） 高速道路の現況

１）高規格幹線道路の整備状況（H21.4.1現在）

1,701ｋｍ※うち事業中

7,641ｋｍうち供用済

9,342ｋｍ整備計画

11,520ｋｍ全体計画（予定路線）

※高速道路会社が915km、国が786kmを整備中

○高速自動車国道

○一般国道の自動車専用道路

○高速自動車国道に並行する一般国道自動車専用道路

973kmうち事業中

1,107ｋｍうち供用済

約2,480ｋｍ総延長

362km事業中

720ｋｍ供用済

２）債務返済の見通し

○ 東日本・中日本・西日本高速道路株式会社(以下「会社」）の料金

徴収期間は、道路整備特別措置法において、「会社の成立の日から

起算して45年を超えてはならない」と規定。（会社成立：H17.10.1）

○ 現行の償還計画ではH62．8（民営化後44年11ヶ月）に償還予定。

H19年度末の未償還残高（(独)日本高速道路保有・債務返済機構

（以下「機構」）分）は、償還計画上の約26.9兆円に対して、実績約

26.6兆円。

○ 新たな交通需要推計（H20.11）などを踏まえた償還計画の見直し

は、機構と会社の協定変更にあわせて実施。ただし、概略試算によ

れば、以下の条件で民営化後45年での償還が可能。

・ 料金収入： 新たな交通需要推計、近年の交通量減等を踏まえ、現協定の

収入を見直し

・ 建設対象： 現協定の対象路線（全国路線網）

・ 調達金利： 昨今の低金利を踏まえつつ、将来金利を４％と設定

・ 建設・管理コスト： 近年の実績を踏まえつつ、平均約３％の削減
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会社残高

機構残高

出資金

○債務の償還について

615,52115,515貸付料支払

-1164,1084,224管理費

2719,76719,739料金収入

差実績償還計画

46411,03410,570元金返済

Ｈ１９期末未償還残高

消費税等

支払利息

占用料等

貸付料

－2,043

-14

-369

75

6

804

-2,382

差実績計画

266,498

591

3,998

103

15,521

4,231

273,302

3,427Ｈ１９新設・改築・修繕等の引受債務

268,541

605

4,367

支出

28

15,515
収入

275,684Ｈ１９期首未償還残高

機構（H19実績）

会社（H19実績）

4.03.53.02.34現行協定
1.71.902.03実績

H18 H20 H21H19

・債務返済見通しの概略試算結果

機構の調達金利の推移

単位(億円)

単位(億円)

単位(％)

・償還の状況

［試算の主な前提条件］

○ 料金収入

新たな交通需要推計、近年の
交通量減等を踏まえ、現協定の
収入を見直し

○ 建設対象

現協定の対象路線（全国路線
網）

○ 調達金利

昨今の低金利を踏まえつつ、将
来金利を４％と設定

○ 建設・管理コスト

近年の実績を踏まえつつ、平均
約３％の削減



（３）今般の高速道路整備の考え方

○ 「経済危機対策」を踏まえ、三大都市圏環状道路、ミッシングリンク

の結合、交通の安全確保対策など、効果の高い路線を中心に重点

的整備。

○ 事業評価として、三便益（走行時間短縮、走行経費減少、交

通事故減少）をＢとし、全体事業費をＣとして算出した費用便益比（Ｂ

／Ｃ）を確認。

・ 今後、高速道路の多面的な効果（企業立地、物流支援、生活環

境改善、医療アクセス向上等）の評価や、事業実施段階での再評

価のあり方についても専門家の意見を踏まえ検討を進める。

○ 関係する地方公共団体の意見を聞く。

○ 環境影響評価や都市計画等の必要な手続きの完了を前提。

２）整備手法の考え方

○ これまでの高速道路整備手法

・S32年度の名神高速道路着手以来「有料道路方式」で整備

・H15年度より、国が直轄で実施する制度（いわゆる「新直轄方式」

国費3/4）を導入し、採算性の観点から一部の区間を無料道路とし

て整備

○ 今後の有料道路制度の活用

今後整備を行う高速道路は、有料が望ましいと考えられる区間で

あっても、厳しい償還見通しから、適切な料金水準の下での「有料

道路方式」のみによる整備は困難。

「直轄方式」と「有料道路方式」を組み合わせた「合併施行方式」

など、適切な料金水準の下で、採算の確保に配慮した整備手法の

導入が必要。

１）対象路線の考え方



（参考）高速自動車国道における「合併施行方式」について

○ 適正な料金水準の下で採算を確保しつつ、必要な高速自動車国道を
効率的かつ早期に整備するため、国が行う「直轄方式」と会社が行う
「有料道路方式」を組み合わせて事業を実施。

（合併施行のイメージ図）

○ 暫定２車線供用中区間の４車線化について「合併施行方式」により事
業を実施する場合は、既供用２車線が有料道路であることから、４車線

全体を引き続き有料道路として管理（直轄方式で国が実施する事業は、
機構が保有する用地等の買取りによる）。

工事（盛土・橋梁など）
用地 等

有料道路方式で
償還の範囲内で実施

（事業内容）

維持管理
（費用負担）

直轄方式で
国が実施

新設のための事業

補修・清掃 等



３） 有料道路の事業主体

○ 新規の有料道路事業は、会社の自主的判断で実施。

「会社は、機構と（中略）協定を締結したときは、（中略）当該協定に基づき国

土交通大臣の許可を受けて、高速道路を新設し、又は改築して、料金を徴

収することができる。」 （道路整備特別措置法第３条）

○ 会社の自主性を尊重し、事業主体を決定するプロセスを導入。

・ 会社の自主性を尊重しつつ、建設・管理コスト、管理の体制等
を適切に評価して決定

○ 暫定２車線供用中区間の４車線化については、既存２車線を管
理する会社が引き続き実施することが合理的（当該会社の意向を
確認）。



（４）今後の高速道路のあり方について

（検討の視点）

○ 国土とネットワーク

・ミッシングリンク

・人口減少時代のネットワーク

・都市再生と地域振興

○ 整備効果

・費用便益比

・多面的な効果

（企業立地、物流支援、生活環境改善、医療アクセス向上等）

○ コスト縮減の徹底、計画見直し

・規格・構造の見直し

・現道活用

・将来交通需要推計

○ 環境

・地球温暖化、沿道環境

○ 合意形成、手続きの透明性

・PI（パブリックインボルブメント）

○ 道路関係公団の民営化の趣旨

・採算性

・会社の自主性尊重

○ 抜本的見直し区間



未事業化区間

新規整備計画区間（案）

抜本的見直し区間



コスト削減の事例（インターチェンジ構造の見直し）コスト削減の事例（インターチェンジ構造の見直し）

中部横断自動車道佐久南インターチェンジ（仮称）

当 初

Ｃ＝３，１００百万円
トランペット型

変 更

Ｃ＝２，０００百万円
平面Ｙ型

インターチェンジを簡易な形式にする構造の見直しを行いコストダウンを実施。
（工事費を３１億円から２０億円に縮減 （縮減額 １１億円、縮減率 約３５％））

１１億円縮減



長野県、浜松市で進めている改良事業の区間を活用し、早期にネットワークを形成する。

（約4割の費用で、全線完成計画の7割の効果を、短期間で発揮）

現道活用の事例（三遠南信自動車道）

引佐ＪＣＴ
（仮称）

257

至 名古屋

飯田ＩＣ

飯田
山本ＩＣ

天龍峡
ＩＣ

飯田東ＩＣ
（仮称）

喬木ＩＣ 程野ＩＣ
（仮称）

水窪北ＩＣ
（仮称）

佐久間ＩＣ
（仮称）

東栄ＩＣ
（仮称）

至 東京

152

153

153

151

256

152

473

151

151

257

152

飯喬道路 小川路峠道路 青崩峠道路 佐久間道路 三遠道路

長
野
県
飯
田
市
山
本

静
岡
県
浜
松
市
北
区
引
佐
町

鳳来ＩＣ
（仮称）

千代ＩＣ
（仮称）

第２東名

中央道

矢筈ＴＮ関連

Ｌ＝４．８㎞

長野県

浜松市

愛知県

現道活用区間

＜長野県施行区間＞ ＜浜松市施行区間＞

R152向井万場拡幅
R152和田BP
R152小嵐BP

R152半島拡幅
R152長尾拡幅
R152大原拡幅

現道活用区間

引佐北ＩＣ
（仮称）

L=約20kmL=約13km

既開通区間

通行不能箇所

すれ違い困難箇所

現道BP等活用区間

（県市施行）

三遠南信整備区間
（直轄施行）

名称記号

×



２．新たに整備計画を策定する区間について [議案第1号]

（１）新たに整備計画を策定する対象区間（案）の考え方

高速自動車国道の基本計画区間のうち、以下を満たす区間につい
て、新たに整備計画を策定する対象区間（案）として選定。

１） 三大都市圏環状道路、主要都市間を結ぶ規格の高い道路など、「国
土ミッシングリンク」の結合に資する道路であること

２） 事業評価として、三便益（走行時間短縮、走行経費減少、交通事故
減少）をＢとし、全体事業費をＣとして算出した費用便益比（Ｂ／Ｃ）が
１を上回っていること。

今後、高速道路の多面的な効果（企業立地、物流支援、生活環境
改善、医療アクセス向上等）の評価や、事業実施段階での再評価のあ
り方についても専門家の意見を踏まえ検討を進める。

３） 新たに整備計画を策定する場合の前提である環境影響評価及び都
市計画の手続きが完了していること

なお、対象区間（案）の選定にあたっては、地方公共団体の意見も聞

いているところ。

対象区間（案）〔 4路線71km 〕

・東京外かく環状道路（関越～東名） 16km

・東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田） 31km

・名古屋環状２号線（名古屋西～飛島） 12km

・日本海沿岸東北自動車道（酒田みなと～遊佐）12km



日本海沿岸の連携
軸を形成

酒田港、庄内空港
へのアクセス向上

名古屋都市圏の慢
性的な渋滞を緩和

名古屋港へのアク
セス向上

北関東と東関東の
連携軸形成

鹿島港、茨城港、
茨城空港、成田空
港へのアクセス向
上

東京都市圏の慢性
的な渋滞を緩和

渋滞緩和
地域連携
競争力強化

国道７号の安全性
向上

第三次救急医療へ
の時間短縮 など

地方部の

ミッシングリンク

10,900台／日

～

15,100台／日

1.8

310億円(※2)

暫定２車線

12km

日沿道

(酒田みなと
～遊佐)

1,350億円710億円(※2)1兆2,820億円概算事業費(※1)

地域課題等
への対応

ネットワークと
しての機能

将来交通量 (※1)

(H42)

Ｂ／Ｃ (※1)

車線数

国道３０２号等の安
全性向上 など

国道５１号等の安
全性向上

交通機能確保の
信頼性向上 など

高井戸付近の生活
道路の安全性向上

環境の改善に寄与
など

大都市圏環状道路
※東海環状とともに名古
屋圏環状道路を形成

地方部の

ミッシングリンク

大都市圏環状道路
※圏央道、中央環状線と
ともに首都圏３環状道路
を形成

整

備

効

果

21,100台／日

～

28,300台／日

13,500台／日

～

13,900台／日

88,900台／日

～

100,800台／日

1.91.52.9

完成４車線暫定２車線完成６車線

12km31km16km延長

名古屋２環

(名古屋西

～飛島)

東関東道

水戸線

(潮来～鉾田)

東京外環

(関越～東名)

（２）新たに整備計画を策定する対象区間（案）の概要

※１：地方公共団体の意向等も踏まえ、日沿道を除き、有料を前提として算出

※２：暫定２車線の事業費を計上



東京外かく環状道路（関越～東名）の概要

◆位置図

◆東京外かく環状道路（関越～東名）の概要

延 長：約１６ｋｍ

◆東京外かく環状道路の整備効果

１．圏央道や中央環状線とともに首都圏３環状道路を形成

２．首都圏の都心方向に集中する交通を適切に分散導入し、都心に起終点を持た

ない交通をバイパス

３．東京都市圏の慢性的な渋滞や沿道環境の悪化等を大幅に改善

４．高井戸付近の生活道路の通過交通を削減し、安全性が向上

区 間：東京都練馬区～東京都世田谷区
基 本 計 画 策 定 ：平成１９年１２月（第３回国幹会議） ＊都市計画決定済み

とうきょうとねりま く とうきょうと せたがやく

けんおうどう ちゅうおうかんじょうせん

とうきょうがい かんじょう どうろ かんえつ とうめい

練馬

和光

和光北

戸田西 美女木Ｊ

戸田東
外環浦和

川口西

川口中央

川口Ｊ
川口東

草加

外環三郷西

三郷Ｊ

三郷南

流山

柏

松戸

市川北

市川南

高谷Ｊ

高谷

京葉Ｊ
市川

原木

湾

岸

市

川

高井戸

調布

国立府中

東名川崎

東京

大

泉

Ｊ

所沢

浦和

関越自動車道

中央自動車道

東名高速

東北自動車道
常磐自動車道

東関東自動車道

供用中

事業中
H27供用目標

東 京 外 環東 京 外 環

三郷南

大 泉

高 谷

新宿

渋谷

品川

霞ヶ関

中央環状線

対象区間（案）

車 線 数：完成６車線
概 算 事 業 費：1兆2,820億円
Ｂ ／ Ｃ：2.9
将来交通量 (H42) ：88,900台／日～100,800台／日



東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）の概要

◆位置図

◆東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）の概要

延 長：約３１ｋｍ

◆東関東自動車道水戸線の整備効果

１．重要港湾群（鹿島港、茨城港）ならびに国際拠点である成田空港・茨城空港

へのアクセス強化が図られ、国際競争力が強化

２．北関東と東関東を結ぶ広域的な連携軸が形成
３．災害発生に伴う代替路線として、援助物資の緊急輸送路の役割を果たすなど
道路の交通機能確保の信頼性向上に期待

４．並行する国道５１号等の生活道路から通過交通を削減し、安全性が向上

ひがしかんとう じどうしゃどう みとせん いたこ ほこた

区 間：茨城県潮来市～茨城県鉾田市
基 本 計 画 策 定 ：平成８年１２月（第３０回国幹審） ＊都市計画決定済み

いばらきけん いたこし いばらきけん ほこたし

かしまこう いばらきこう なりたくうこう いばらきくうこう

対象区間（案）

茨城港日立港区

茨城港常陸那珂港区

茨城港大洗港区

百里飛行場
(茨城空港)

鹿島港

成田国際空港

供用中

H21年度供用目標

H27年度供用目標

車 線 数：暫定２車線
概 算 事 業 費：710億円
Ｂ ／ Ｃ：1.5
将来交通量 (H42) ：13,500台／日～13,900台／日

東関東道水戸線東関東道水戸線

事
業
中



名古屋環状２号線（名古屋西～飛島）の概要

◆位置図

◆名古屋環状２号線（名古屋西～飛島）の概要

延 長：約１２ｋｍ

◆名古屋環状２号線の整備効果

名古屋 ２ 環名古屋 ２ 環

１．東海環状自動車道とともに名古屋圏の環状道路を形成

２．名古屋都心部に集中する交通を適切に分散導入するとともに、都心部に起終

点を持たない交通をバイパス

３．特定重要港湾名古屋港（スーパー中枢港湾）、ならびに国際拠点である中部

国際空港へのアクセス強化が図られ、国際競争力が強化

４．並行する国道３０２号の通過交通を削減し、安全性が向上

供用中

事業中
Ｈ２２供用目標

基本計画区間

東名高速

伊勢湾岸自動車道
名古屋港

名古屋高速

名古屋南IC・J

東海Ｊ

名古屋西Ｊ

清洲Ｊ

楠Ｊ

名古屋

高針Ｊ

上社Ｊ

植田

鳴海

有松

上社南

大府

名港潮見

名港中央

上社

大森

引山

松河戸

小幡勝川楠

大治南

大治北

甚目寺南

甚目寺北

清洲西
清洲東

平田

山田西

山田東

東海

飛島

名古屋南

供用中

事業中
Ｈ２２供用目標

基本計画区間

東名高速

伊勢湾岸自動車道
名古屋港

名古屋高速

名古屋南IC・J

東海Ｊ

名古屋西Ｊ

清洲Ｊ

楠Ｊ

名古屋

高針Ｊ

上社Ｊ

植田

鳴海

有松

上社南

大府

名港潮見

名港中央

上社

大森

引山

松河戸

小幡勝川楠

大治南

大治北

甚目寺南

甚目寺北

清洲西
清洲東

平田

山田西

山田東

東海

飛島

名古屋南

な ご や かんじょう な ご や にし とびしま

区 間：名古屋市中川区～愛知県海部郡飛島村
基 本 計 画 策 定 ：平成１２年２月（第３２回国幹審） ＊都市計画決定済み

な ご や し なかがわく あいちけん あ ま ぐん とびしまむら

とうかいかんじょうじどうしゃどう

車 線 数：完成４車線
概 算 事 業 費：1,350億円
Ｂ ／ Ｃ：1.9
将来交通量 (H42) ：21,100台／日～28,300台／日

東名阪
自動車道

事業中
H22供用予定

対象区間（案）



日本海沿岸東北自動車道（酒田みなと～遊佐）の概要

◆位置図

◆日本海沿岸東北自動車道の整備効果

１．特定重要港湾新潟港、重要港湾酒田港・秋田港へのアクセス強化による
アジアとの物流を支援、国際競争力強化

２．日本海沿岸の主要都市を結ぶ広域的な連携軸が形成

３．並行する国道７号の生活道路から通過交通を削減し、安全性が向上

４．第三次救急医療施設への搬送時間が短縮

にほんかい えんがん とうほく じどうしゃどう さかた ゆざ

区 間：山形県酒田市～山形県飽海郡遊佐町
基 本 計 画 策 定 ：平成８年１２月（第３０回国幹審） ＊都市計画決定済み

やまがたけん さかたし やまがたけん あくみぐん ゆざまち

にいがたこう さかたこう あきたこう

日沿道日沿道

秋田港

酒田港

高速自動車国道に並行する
一般国道自動車専用道路

*

事
業
中

*

供
用
中

供
用
中

基
本
計
画

対象区間（案）

供
用
中

事
業
中

新
直
轄新 潟県

山形県

秋田県

◆日本海沿岸東北自動車道（酒田みなと～遊佐）の概要

車 線 数：暫定２車線
概 算 事 業 費：310億円
Ｂ ／ Ｃ：1.8
将来交通量 (H42) ：10,900台／日～15,100台／日

延 長：約１２ｋｍ

*



・南側の酒田みなと
ICまでは有料

・北側は未事業化。

・その北側の秋田
県側は無料

（一部供用済）

周辺の高速ネット

ワークは有料

（東名阪、伊勢湾岸
等）

周辺の高速ネット

ワークは有料

（東関道、北関東
道）

周辺の高速ネット

ワークは有料

（東名・関越・中央・
首都高等）

②有料道路ネッ
ト ワークの連
続性（周辺
ネットワーク
の状況）

概算事業費

310億円のうち

１割未満

日沿道

(酒田みなと
～遊佐)

概算事業費

1,350億円のうち

１～３割程度

概算事業費

710億円のうち

２～４割程度

概算事業費

1兆2,820億円のうち

１～３割程度

①合併施行方
式の場合の
有料投資可
能額（※）

名古屋２環

(名古屋西

～飛島)

東関東道

水戸線

(潮来～鉾田)

東京外環

(関越～東名)

(※) 有料投資可能額は、料金収入で償還することが可能な額。詳細な額は、機構・会社間
の協定において決定されるが、協定締結までに、今後の料金収入、管理費、建設期間、
金利等の見通しが精査されることになるため、現時点では、幅のある値で示している。

（参考）各路線の整備手法の検討（案）

○ 直轄方式による整備を基本としつつ、次のような区間については、「合

併施行方式」も検討。 ※

① 「合併施行方式」により、当該区間の事業促進が可能な区間

② 周辺の有料ネットワークとの連続性を確保する必要がある区間

○ 地方公共団体の意見は確認済。

○ 今後、機構、会社の意向を確認。

※ 「合併施行方式」の場合の有料投資可能額、有料道路ネットワークの連続性、地方公共団
体の意見を考慮し、東京外かく環状道路（関越～東名）、東関東自動車道水戸線（潮来～鉾
田）、名古屋環状２号線（名古屋西～飛島）の３路線については「合併施行方式」、日本海沿
岸東北自動車道（酒田みなと～遊佐）については「直轄方式」とすることを基本に検討。



３．暫定２車線区間の４車線化に伴う整備計画等の変更について
[議案第2号] ［議案第３号］

（１）４車線化を行う対象区間（案）の考え方

安全・安心を確保する観点から、暫定２車線供用区間約1,600kmのう

ち、以下を満たす区間について４車線化を行う対象区間（案）として選定。

１） 交通量が多く、渋滞や事故が多発していること

２） 事業評価として、三便益（走行時間短縮、走行経費減少、

交通事故減少）をＢとし、全体事業費をＣとして算出した費用便益比

（Ｂ／Ｃ） が１を上回っていること。

今後、高速道路の多面的な効果（企業立地、物流支援、生活環境

改善、医療アクセス向上等）の評価や、事業実施段階での再評価

のあり方についても専門家の意見を踏まえ検討を進める。

なお、対象区間（案）の選定にあたっては、地方公共団体の意見も聞

いているところ。

対象区間（案）〔 ６路線190km 〕

・関越自動車道上越線（信濃町～上越JCT） 38km

・東関東自動車道館山線（木更津南JCT～富津竹岡） 21km

・東海北陸自動車道（白鳥～飛騨清見） 41km

・近畿自動車道紀勢線（御坊～南紀田辺） 27km

・四国横断自動車道（鳴門～高松市境）※ 52km

・九州横断自動車道長崎大分線（長崎～長崎多良見） 11km

※ 隣接する区間の既供用済みの一般国道自動車専用道路を、高速自動車国道として位置づけ、

４車線化を図る区間（15km）を含む



３１８８６
負傷

事故

死亡

事故
４１１４事故

件数
(※６）

死傷事故率

（件/億台キロ）
（※5）

４．３７．８７．２

事故

状況

直轄事業分（※１）

追加事業費

805億円255億円465億円

890億円280億円510億円

11,000台／日
（ 10,400～12,200）（※７）

10,000台／日
（ 8,300 ～ 13,000）

10,200台／日
（ 9,500 ～ 10,800）

H19交通量 （台/日）
（※3）

1.5

（1.1)

3.3
（3.1）

1.5

（1.1）
Ｂ／Ｃ （※2）

2,630億円1,290億円1,950億円全体事業費

２１

41km

東海北陸道

(白鳥～飛騨清見)

渋滞状況

（渋滞回数（※4））
１０９５７

21km38km延長

東関東道館山線

(木更津南JCT

～富津竹岡)

関越道上越線

(信濃町～上越JCT)

（２）４車線化を行う対象区間（案）の概要

※2 B/Cについて、整備しない場合と４車線化をした場合を比較して算出
下段( )は、残事業B/C

※7 東海北陸自動車道は、H20.7.5に全線供用し、交通量が大幅に増加していることから、
H20.7.6～H20.12.31の交通量を記載

※5 １億走行台キロ当たりの死傷事故件数
H17～H19の実績（会社データより集計）
（高速国道の平均値：4.3件/億台キロ(H19、会社データより集計））

※4 40km/h以下の速度が15分以上継続した回数
H17～H19の実績（会社データより集計）

※1 直轄事業分は、４車線化により増加する収入や管理費、料金徴収期間等に一定の仮定をお
いて算出した有料投資可能額を追加事業費から除いた参考値（整備計画決定後、会社及び
機構と調整の上、決定）

※3 区間の平均日交通量。括弧内は、区間内の各IC間毎の平均日交通量の範囲

※6 暫定２車線として供用以降の死亡事故及び負傷事故の件数



７６４２７
負傷

事故

死亡

事故
０１０３事故

件数
(※６）

死傷事故率

（件/億台キロ）
（※5）

５．０４．３６．０

事故

状況

直轄事業分（※１）

追加事業費

375億円610億円745億円

400億円680億円750億円

10,500台／日
(9,200 ～ 11,000)

13,200台／日
(11,000～15,000)

10,800台／日
(10,000 ～ 11,300)

H19交通量 （台/日）
（※3）

1.4

（2.0）

2.0

（3.1）

1.3

(1.1）
Ｂ／Ｃ （※2）

1,000億円2,280億円1,970億円全体事業費

７

11km

九州横断道長崎大分線

(長崎～長崎多良見)

渋滞状況

（渋滞回数（※4））
３５５７

52km27km延長

四国横断道
（鳴門～高松市境)

近畿道紀勢線

(御坊～南紀田辺)

※2 B/Cについて、整備しない場合と４車線化をした場合を比較して算出
下段( )は、残事業B/C

※5 １億走行台キロ当たりの死傷事故件数
H17～H19の実績（会社データより集計）
（高速国道の平均値：4.3件/億台キロ(H19、会社データより集計））

※4 40km/h以下の速度が15分以上継続した回数
H17～H19の実績（会社データより集計）

※1 直轄事業分は、４車線化により増加する収入や管理費、料金徴収期間等に一定の仮定をお
いて算出した有料投資可能額を追加事業費から除いた参考値（整備計画決定後、会社及び
機構と調整の上、決定）

※3 区間の平均日交通量。括弧内は、区間内の各IC間毎の平均日交通量の範囲

※6 暫定２車線として供用以降の死亡事故及び負傷事故の件数



◆位置図

◆関越自動車道上越線（信濃町～上越JCT）の現況

実績交通量 ：10,200台/日(9,500～10,800) (H19)

死傷事故率 ：7.2件/億台キロ (H17～H19平均)

渋滞発生件数：57件(H17～H19)

〈参考〉事故発生状況（H9～H19）

◆関越自動車道上越線（信濃町～上越JCT）の概要

延 長：約38ｋｍ

区 間：信濃町IC～上越JCT

概算事業費：1,950億円（追加事業費：510億円）

Ｂ ／ Ｃ：1.5（残事業Ｂ／Ｃ：1.1）

長野県

群馬県

新潟県
対
象
区
間
（案
）関

越
自
動
車
道
上
越
線

北陸
自動
車道

長野県

群馬県

新潟県

上越JCT

信濃町

更埴JCT

関越自動車道上越線（信濃町～上越JCT）
かんえつ じどうしゃどう じょうえつせん しなのまち じょうえつ

供用区間 (4車線以上）
供用区間 (2車線）
事業区間
計画区間

信
濃
町

妙
高
高
原

中
郷

上
越
高
田

上
越
Ｊ

凡例） ×死亡事故 ▲負傷事故
Ｈ ９×▲ Ｈ１０×▲ Ｈ１１×▲ Ｈ１２×▲ Ｈ１３×▲
Ｈ１４×▲ Ｈ１５×▲ Ｈ１６×▲ Ｈ１７×▲ Ｈ１８×▲ Ｈ１９×▲

H9.10.16 H11.10.30

暫定
供用 合計

死亡事故：１４件

負傷事故：８６件

（H９～H19）



東関東自動車道館山線（木更津南JCT～富津竹岡）

◆東関東自動車道館山線（木更津南JCT～富津竹岡）の概要

◆位置図

◆東関東自動車道館山線（木更津南JCT～富津竹岡）の現況

実績交通量 ：10,000台／日(8,300～13,000) (H19)

死傷事故率 ：7.8件/億台キロ (H17～H19平均)

渋滞発生件数：109件(H17～H19)

延 長：約21ｋｍ

区 間：木更津南JCT～富津竹岡IC

概算事業費：1,290億円（追加事業費：280億円）

Ｂ ／ Ｃ：3.3（残事業Ｂ／Ｃ：3.1）

〈参考〉事故発生状況（H16～H19）

木
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南
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君
津

富
津
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富
津
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凡例） ×死亡事故 ▲負傷事故
Ｈ１６×▲ Ｈ１７×▲ Ｈ１８×▲ Ｈ１９×▲

H15.4.29 H17.3.19

暫定
供用 H19.7.4 合計

死亡事故： １件

負傷事故： ８件

（Ｈ16～H19）

千葉県

東
関
東
自
動
車
道
館
山
線

圏央道

木更津南JCT

木更津東
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富津竹岡

ア
クア
ラ
イ
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ひがしかんとう じどうしゃどう たてやません きさらづみなみ ふっつたけおか

供用区間 (4車線以上）
供用区間 (2車線）
事業区間
計画区間

対
象
区
間
（案
）



◆東海北陸自動車道（白鳥～飛騨清見）の概要

◆位置図

◆東海北陸自動車道（白鳥～飛騨清見）の現況

延 長：約41ｋｍ

区 間：白鳥IC～飛騨清見IC

概算事業費：2,630億円（追加事業費：890億円）

Ｂ ／ Ｃ：1.5（残事業Ｂ／Ｃ：1.1）

実績交通量 ：11,000台/日(10,400～12,200)（H20.7.6～H20.12.31平均）

死傷事故率 ：4.3件/億台キロ (H17～H19平均)

渋滞発生件数：21件(H17～H19)

東海北陸自動車道（白鳥～飛騨清見）

〈参考〉事故発生状況（H13～H19）

凡例） ×死亡事故 ▲負傷事故
Ｈ１３×▲ Ｈ１４×▲ Ｈ１５×▲ Ｈ１６×▲ Ｈ１７×▲ Ｈ１８×▲ Ｈ１９×▲

H11.11.27 H12.10.7

暫定
供用

白
鳥

高
鷲

荘
川

飛
騨
清
見

合計

死亡事故： 4件

負傷事故：31件

（H13～H19）

とうかいほくりく じどうしゃどう しろとり ひだきよみ
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間
（案
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供用区間 (4車線以上）
供用区間 (2車線）
事業区間
計画区間



近畿自動車道紀勢線（御坊～南紀田辺）

◆近畿自動車道紀勢線（御坊～南紀田辺）の概要

◆位置図

◆近畿自動車道紀勢線（御坊～南紀田辺）の現況

延 長：約27ｋｍ

区 間：御坊IC～南紀田辺IC

概算事業費：1,970億円（追加事業費：750億円）

Ｂ ／ Ｃ：1.3（残事業Ｂ／Ｃ：1.1）

実績交通量 ：10,800台/日(10,000～11,300) (H19)

死傷事故率 ：6.0件/億台キロ (H17～H19平均)

渋滞発生件数：57件(H17～H19)

〈参考〉事故発生状況（H15～H19）

南
紀
田
辺

み
な
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印
南

御
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御
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凡例） ×死亡事故 ▲負傷事故
Ｈ１５×▲ Ｈ１６×▲ Ｈ１７×▲ Ｈ１８×▲ Ｈ１９×▲

H19.11.11 H15.12.14

暫定
供用 合計

死亡事故： 3件

負傷事故：27件

（H15～H19）

きんき じどうしゃどう きせいせん ごぼう なんきたなべ
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供用区間 (4車線以上）
供用区間 (2車線）
事業区間
計画区間



四国横断自動車道（鳴門～高松市境）

◆位置図

◆四国横断自動車道（鳴門～高松市境）の現況

◆四国横断自動車道（鳴門～高松市境）の概要

延 長：約52ｋｍ

区 間：鳴門IC～高松市境

概算事業費：2,280億円（追加事業費：680億円）

Ｂ ／ Ｃ：2.0（残事業Ｂ／Ｃ：3.1）

実績交通量 ：13,200台/日(11,000～15,000) (H19)

死傷事故率 ：4.3件/億台キロ (H17～H19平均)

渋滞発生件数：35件(H17～H19)

〈参考〉事故発生状況（H13～H19）
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凡例） ×死亡事故 ▲負傷事故
Ｈ１３×▲ Ｈ１４×▲ Ｈ１５×▲ Ｈ１６×▲ Ｈ１７×▲ Ｈ１８×▲ Ｈ１９×▲

H10.3.26 H13.3.29

暫定
供用

さ
ぬ
き
三
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津
田
寒
川

引
田

白
鳥
大
内

H14.7.21H13.3.29 合計

死亡事故：10件

負傷事故：64件

（H13～H19）

しこく おうだん じどうしゃどう なると たかまつ
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供用区間 (4車線以上）
供用区間 (2車線）
事業区間
計画区間



九州横断自動車道長崎大分線（長崎～長崎多良見）

◆九州横断自動車道長崎大分線（長崎～長崎多良見）の概要

◆位置図

◆九州横断自動車道長崎大分線（長崎～長崎多良見）の現況

延 長：約11ｋｍ

区 間：長崎IC～長崎多良見IC

概算事業費：1,000億円（追加事業費：400億円）

Ｂ ／ Ｃ：1.4（残事業Ｂ／Ｃ：2.0）

実績交通量 ：10,500台/日(9,200～11,000) (H19)

死傷事故率 ：5.0件/億台キロ(H17～H19平均)

渋滞発生件数：7件(H17～H19)

〈参考〉事故発生状況（H16～H19）
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長
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長
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凡例） ×死亡事故 ▲負傷事故
Ｈ１６×▲ Ｈ１７×▲ Ｈ１８×▲ Ｈ１９×▲

H16.3.27

暫定
供用 合計

死亡事故：0件

負傷事故：7件

（H16～H19）

きゅうしゅう おうだん じどうしゃどう ながさき おおいた せん ながさき ながさきたらみ
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事業区間
計画区間



（１）市町村合併によって市町村名が変更されたため、基本計画及び整
備計画の記載事項中の市町村名を変更するもの

１）基本計画：「建設線の区間」「道路等との主たる連結地」の変更

○東北縦貫自動車道八戸市～青森県上北郡七戸町 ほか

計７区間（４路線）

２）整備計画：「経過する市町村名」「連結位置及び連結予定施設」等

の変更

○日本海沿岸自動車道胎内市～新潟県岩船郡朝日村 ほか

計７区間（６路線）

（２）インターチェンジに接続する道路の名称が変更されたため、整備計
画の記載事項中の接続道路名を変更するもの

「連結位置及び連結予定施設」の変更

○北海道縦貫自動車道函館名寄線北海道上川郡鷹栖町～士別市

４．市町村合併等に伴う整備計画等の変更について
[議案第４号] [議案第５号]

計13区間（11路線）

ほか



５．高規格幹線道路の点検結果について

新たな交通需要推計を踏まえ、現在事業中の高規格幹線道路に関し、
Ｂ／Ｃについて点検を実施し、公表。

６．高規格幹線道路等の事業実施に向けた手続きの見直しについて

（１）手続きの見直しの考え方（Ｈ２０．３．２８公表）

①高規格幹線道路のうちの一般国道自動車専用道路
②高速自動車国道に並行する一般国道自動車専用道路
③高規格幹線道路を補完する広域的な機能を有する地域高規格
道路

（２）手続きの見直し内容

（３）道路分科会の議を経た計画内容について（高速自動車国道の関連分）

社会資本整備審議会で審議を行い、パブリックコメントを実施した上
で、高速自動車国道の手続きを踏まえ、以下のとおり見直し。

①一般国道の自動車専用道路の基本計画、整備計画は、大臣が決定。

②計画の決定にあたっては、道路分科会の議を経る。

③計画の決定にあたっては、都道府県の意見を聴取。

全国的な自動車交通網を形成する次の路線については、路線指定
や区間指定など手続きの節目節目で社会資本整備審議会（道路分
科会）に諮るとともに、そのうち重要な事項については、国幹会議に報
告する方向で、手続きを定めることとする。

平成２１年３月９日に社会資本整備審議会道路分科会での議を経て、
１１路線の整備計画等を決定。




